
北海道雇用・人材対策基本計画 令和４年度(2022 年度)推進計画の概要 

 
令 和 ４ 年 (202 2 年 )３ 月 北海道 

 

１ 推進計画の位置づけ     
令和２年度から令和５年度までの４年間を計画期間として策定した「北海道雇用・人材対策基本計

画」の実効性を高め、的確な施策の展開を図るため、令和４年度における取組内容や具体的な事業等

を示すもの。 
 

２ 本道の雇用情勢・取組方針  
 
・労働力人口は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた令和２年以降、15 歳以上人口の動きと 

同様に減少しており、就業者数・就業率、完全失業者数・完全失業率ともに、コロナ禍前の水準に 

は戻っていない。 

・有効求人倍率は、令和 3 年 10 月に 1 倍に回復したものの、求職者が依然として高水準にある中、

農林漁業や建設、生産工程、介護、自動車運転手など幅広い職種において、有効求人倍率が依然と

して１倍を超えて推移しており、人材の確保が課題となっている職種が多数見られる。 

・国の助成金等の支援施策の効果により、失業者の大幅な増加は見られないものの、新型コロナウイ 

ルス感染症の発生から 2年以上が経過するなど、影響は長期化しており、引き続き、予断の許さ 

ない状況が続いている。 

・こうした情勢を踏まえ、暮らしと経済への影響を最小化するため、雇用のセーフティネットの整備 

に取り組むとともに、コロナ禍からの経済の再生と地域産業の活性化を図るため、地域産業を支 

える多様な人材の活躍や働き方改革を推進するほか、本道が強みを持つ食や観光などの振興の取 

組、さらに、ゼロカーボン北海道や北海道 Society5.0 といった将来を見据えた先進的な取組を展 

開することで、良質で安定的な雇用の実現を図る。 
 

３ 関連事業について  
 

基本計画における「施策の方向性」や「主な取組」に合致する事業で、道が実施する事業のほか、

道と「北海道労働政策協定」を締結した北海道労働局や（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、情

報共有を通じ施策の積極的な相互活用を図っている北海道経済産業局の事業も含めている。 

【令和４年度事業数 ３９０事業】 

［内訳］ 

・北海道        ３３５事業（経済部：１８３事業、その他：１５２事業） 

・北海道労働局    ３７事業 

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構北海道支部 １３事業 

・北海道経済産業局  ５事業 

 

４ 令和４年度の目標  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

労働力率：59.0％以上(暦年) 労働力人口：271 万人以上(暦年) 就業率：前年(令和３年：56.1％)より上昇 
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資料出所：総務省「労働力調査」 
資料出所：総務省「労働力調査」 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(2018 年推計)」 
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５ 令和４年度(2022 年度)推進計画の主な取組 
   
   

・離職を余儀なくされた方の再就職を支援するため、カウンセリング体制を拡充するとともに、民 

間機関を最大限活用し、多様な職業訓練の機会を提供。 

・若年者・中高年者・女性等の求職者を対象に、合同企業説明会をオン・オフライン併用で、全道

各地で開催するとともに、座学研修と就業体験の一体的実施により、実習先企業等での就職を支

援。 

・地域における大量離職者の発生等に対し、職業・生活相談や求人要請・開拓、職業訓練の実施等

の所要の対策を行う「緊急雇用対策プログラム」を実施し、離職者の早期再就職を支援。 

・中小企業者に対する円滑な融資を促進するため、金融機関に資金を預託し、事業者への低利での

融資を実施するとともに、コロナ禍の影響を受けた中小企業者のポストコロナを見据えた取組

を支援するため、「コロナ克服サポート」を新設。 

 

・ジョブカフェ・ジョブサロン北海道において、若者、女性、高齢者などの求職者へきめ細かな就 

職支援サービスを提供。 

・現在就労していない女性、高齢者、障がい者などの潜在的な人材の「掘り起こし」と短時間業務 

の切り出しなど企業の「新たな求人創出」の連動した事業の実施による新規就業を促進。 

・異業種から建設や介護などの人手不足が深刻な対象業種に転職した者に奨励金を支給するほか、 

転職を後押しする事例の蓄積、普及を通して、人手不足業種への労働移動を促進。 

・北海道の農林漁業に関する一体的な情報発信、就業と移住のミスマッチを解消する取組を実施 

し、首都圏などから新たな担い手となり得る人材を幅広く確保するとともに、農業分野におい 

ては、農業教育機関における農業教育の高度化を図るため、農業教育カリキュラムの強化、リカ 

レント教育の充実、若者の就農意欲を喚起する活動等を支援。［新規］ 
 
 

 

・子育て世代の働き方改革に向けて市町村、企業等が行う研修への支援や、国、NPO 法人等と連 

携して全国フォーラムを道内で開催することで機運を醸成。[新規] 

・就業環境改善による非正規雇用労働者の正社員化を図るため、専門家による個別支援を実施す 

るとともに、経営層及び人事・労務担当者を対象としたセミナーを開催。 

・介護職員の労働環境の改善や人材確保のため、介護ロボットや ICT 機器の普及と導入を支援。 

・感染症対策に係る教員の業務負担軽減を図るスクール・サポート・スタッフを小中学校等に 

配置し、教員の負担軽減と働き方改革を推進。 
 
 

 

・道内中小企業等が行う、Ｅコマース市場でのデジタル技術を活用した商品販売や情報発信等へ 

の支援により、道内企業のデジタル化を推進。 [新規] 

・「ゼロカーボン北海道」の実現に向け、市町村と企業等が連携して行う自立分散型エネルギー 

 の導入や地域マイクログリッドの構築等に対して支援するほか、地域が主体となって行う新エ 

ネルギー導入と、新エネルギー導入効果を増大すると期待される省エネルギー導入等に対して 

支援。［新規］ 

  ・ポストコロナにおける道産品の消費拡大を図るため、どさんこプラザ羽田空港店において、新 

商品のテスト販売や一次産品を中心としたフェアを開催。  

・道内ものづくり産業の生産性向上及び競争力強化のため、脱炭素・ＤＸを推進するセミナー等 

を実施するとともに、次世代自動車等の環境配慮型産業への販路拡大、理解促進や人材育成等 

への取組を推進。［新規］ 

 

(１) 雇用のセーフティネットの整備 

(２)人材の育成・確保 

(３)就業環境の整備 

(４) 生産性や収益力の向上 


